
提案書及び提案書概要版
１　作成方法

提案書及び提案書概要版の作成に当たっては、２　記載上の注意事項を遵守するとともに、公募要項別表２「公募要項審査項目」に記載された審査項目及び本様式最終ページの「参考とする着眼点」を踏まえること。　　
また、提案書は、次の項目を埋める形で作成し（適宜行を加除すること）、提案書概要版は、項目ごとに1スライドずつの計1１スライドとすること。
なお、参考資料がある場合には、適宜添付することができる。
２　記載上の注意事項
　　以下の項目ごとに記載のとおりとする。
【全項目共通】
　公募要項及び上記各項目【　】内に記載の公募要項審査項目を確認し、審査・評価が可能な事項・実績・計画等を分かりやすく記載すること。
内容に応じ、客観的な根拠が示せる場合は簡潔に示すこと。
※【　】内は関連性の高い公募要項審査項目を表している。
例）【１①、②】は、１　事業主体①財務状況、②事業実績（過去実績+将来実績）を指す。

	項目１　財務状況及びマイクログリッド・EMS等の導入実績・事業主体【１①、②】
· 健全な財務状況にあることを示すこと。
· 国や地方自治体等が進めるマイクログリッド形成やEMSの導入事業関連の過去5年間の実績の有無が分かるよう、実績の件名、発注機関、契約期間、当該実績での全体図（概要を１つの図で示したもの）等を記載すること（複数の事業者が共同で申請する場合には、そのうち１事業者が該当すればよいが、本提案における当該事業者の役割分担と関連がある必要がある。）。
・　上記の業務実績を通して身に付けた経験やノウハウについて、本業務にどのように生かすことができるのか、詳細に記載すること。
○　添付資料
　　（ア）発注機関、契約期間が判明する部分の受託契約書の写しを合わせて添付資料とすること（副本は社名及び印影等、秘匿すべき項目を黒塗りにして添付すること）。
　　（イ）（ア）以外でも、発注機関、契約期間、内容を証明する資料であれば有効とする。

	

	項目２　マイクログリッド構築に係る前提整理【２①～③】
· 審査項目に示すマイクログリッド構築に必要な前提条件の整理の内容・状況について、実務や考え方が詳細にイメージできるよう記載すること。
· 地域のまちづくり計画や都市計画等における本提案に基づくマイクログリッド構築にかかる合意形成については、提案内容のうち具体的にどの部分についての合意形成がなされているのか、根拠とともに示すこと。

	

	項目３　実施内容：事業計画・取組内容【３①～⑤】
· 提案するマイクログリッドの全体像及び導入する各設備やその運用方法・先進的取組の内容について分かりやすく記載すること。
· 提案するマイクログリッド及び導入機器・リソースの活用にあたっての独自性や革新性について分かりやすく記載すること。
· 公募要項２（３）①に記載された設備の設置イメージ図（計測装置の設置個所等も含む）を示すこと。
· 設置イメージ図では、同一施設に複数設備を設置する場合は、それら設備の接続状況が分かるように示すこと。
· 導入する設備について、様式２別紙により、マイクログリッド全体における概要・構成等が分かる形で図等を用いて分かりやすく示すとともに、導入する設備ごとに、その内容が分かる一覧表を作成すること。
その際、本事業による都の費用負担の対象設備・都や国等の補助事業活用の対象設備・その他の設備の区分が分かるように記載すること。
· 添付書類
・　マイクログリッドを構成する設備・機器の仕様・金額が記載されたカタログの写し・メーカーの見積等（今後導入するもののみ）
· 補助金活用の場合、想定する補助事業の要件を満たしていることが分かる箇所を明示すること（マーキング等）。

	

	項目４　実施内容：電力融通・強靭性に対する評価【４①～④】
· 提案するマイクログリッドにおける電力融通（平時・非常時）や非常時の電力供給体制等について、他の取組に対する優位性と併せて分かりやすく記載すること。
· 平時の域内の余剰電力の扱いや、EMSを活用した最適制御における優位性や革新性・AI等先進技術を活用した取組があれば記載すること。

	

	· 項目５　実施内容：将来性・採算性【５①，②】
· 今回提案するマイクログリッドについて、事業期間中及び事業期間終了後の展開・計画・将来的な対象拡大の余地や実現性を記載すること。具体的な計画がある場合は採算性とともに示すこと。
· 事業期間終了後の対象範囲の拡大において、関係機関や周辺自治体との調整等にあたり課題や特筆事項があれば示すこと。

	

	項目６　形成したマイクログリッド及び設置した設備の効果検証
【２①〜③、３①〜③、４①〜③、５①②】
· 設備設置後の運用・効果検証において、何を実施する想定であるか記載すること。
· 非常時にどのような手順でエネルギーの融通を行う想定であるか記載すること。
またその実現のために想定される必要な調整について、調整状況と共に記載すること。

· 今後、都内でマイクログリッドの取組を普及拡大させる（提案者自らの取組である必要はない）上で、本提案の取組がどのように活かせるか記載すること。

	

	項目７　広報資料及び報告書の作成【２②③、５①②、７①〜③】
· 公募要項２(３)③の要件を踏まえて記載すること。

· 都市におけるマイクログリッドの構築の重要性を都民及び事業者等に広く理解してもらうための広報として、どのようなことを想定しているか記載すること。
· 資料の作成及びホームページ掲載にとどまらず、例えば、施設の利用者等を対象としたセミナーなどの提案があれば記載すること。
· 発災時におけるエネルギー供給に係る取組を、都民及び事業者等に視覚的に伝える工夫を提案すること。

	

	項目８　事業実施計画-1（スケジュール及び体制）【２①〜③、３①〜⑤、４①〜④】
· 公募要項２（３）に記載の内容を実現するための、実効性のある現実的な実施計画（スケジュール）を年度ごとに記載すること。

· 設備の設置時期は、公募要項別紙１を参照すること。

· 本事業を効率的かつ有効に実施するための実施体制を記載すること。

· 複数事業者が共同で実施する場合は、役割分担、責任の所在、連絡体制等を具体的に記述すること。


	

	項目９　事業実施計画-2（工法・安全対策・保守管理）　【２①～③、３②、６①〜④、７②】
· 周囲の施設（環境、住民・利用者）への負担が少ない工法、工夫、留意点等の想定を記載すること。
· 施設の利用者に対する安全対策として想定しているものを記載すること。

· 設置後、安全対策が不足していた場合は、追加的な安全対策を実施する体制を記載すること。

· 設備の点検体制の整備、故障時の対応、メンテナンス体制の想定を示すこと。

· 設備本体に一定の保証があれば記載すること。

	

	項目10　費用（全体及び各年度）【３①〜⑤】
· 事業実施期間中に必要となる費用の見積額を具体的に記載すること。
記載に当たっては、設備別・施設別など、分かりやすいように整理すること。

· 複数の民間企業で構成されたグループで応募する場合は、企業ごとに分かりやすいよう整理すること。

· 積算の根拠を併記又は添付すること。

	

	項目11　その他（創意工夫・地域貢献の取組・その他特筆事項）


	


【参考とする着眼点】以下は、要項上の必須要件として定めているものを除き、提案に当たり満たしていることを必須としない。
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①財務状況

ア健全な財務状況にあり、事業を実施してもなお健全性を維持できるか。

②事業実績（過去実績+将来実績）

ア

過去５年間に、国や地方自治体との協働等による再生可能エネルギー利用拡大事業・調整力拡大関連の事業実績を有するか

（取組が確定している将来の実績も含む）。

イ

過去５年間に、マイクログリッド又は複数建物における再エネやEMS導入、建物間の電力融通など、本事業に類似する取

組の実績を有するか（取組が確定している将来の実績も含む）。

2実施内容：前提条件の整理

①地域選定・構成員選定が妥当か

アマイクログリッドを当該地域に導入する意義・メリットを考慮し、適切な地域を選定しているか。

イ

潜在的なポテンシャル（既存のエネルギーリソースの活用・立地条件等）やシミュレーション結果を考慮し、効率性や採算

性にも配慮して地域を選定しているか。

ウより多くの法人・組織が参画する取組か。関係者間の合意形成にあたり効率的な調整を図る工夫がなされているか。

エ

周囲に官公庁等の重要拠点が存在する場合、災害時を含む当該拠点の運営に支障を来たさない配慮がなされているか。災害

時の連携等について配慮されているか。

②マイクログリッドの導入意義及びマイクログリッドの位置付けに対する認識が都の事業目的と合致しているか

ア

国のてびきを踏まえ、マイクログリッドに求められる機能や役割を理解するとともに、地域全体への調整力向上や強靭性確

保に向けた取組姿勢がみられるか。

イ本事業の趣旨を理解し、都が進める都市型マイクログリッドの形成に向けて都と協働する姿勢がみられるか。

③地域や自治体の都市計画・まちづくり計画と、マイクログリッドの考え方が整合しているか

ア

地域のまちづくり計画や都市計画等において、本提案に基づくマイクログリッド構築にかかる合意形成がなされているか

（事業期間を通じた実効性の担保）。

イ

本提案に基づく電力融通計画は、周辺地域・自治体におけるまちづくり・都市計画等の方向性に沿ったものとなっているか

（マイクログリッドとしての有効性・有益性の担保）。

ウマイクログリッドの構築・運用にあたり、地域や自治体と円滑な関係性が構築されているか。

3実施内容：事業計画・取組内容

①マイクログリッド構築計画の妥当性（適切性・革新性等）

ア

マイクログリッド構築にあたり、国のてびきを理解した上で必要な検討・調査がなされている（計画されている）か。複数

事業者での提案の場合、役割分担が明確かつ妥当か。

イ

将来的な電力需給の在り方を的確に見据え、電気・熱の地産地消やエネルギーの効率的な利用促進など、目標達成に向けた

効果的な計画を有しているか。

ウ事業期間を通じたスケジュールは妥当か。工期の設定を適切に行い、実効性のある現実的な施工計画が立てられているか。

エ効果検証計画は妥当か。効果検証可能な計測装置の設置等を想定した提案となっているか。

オ

災害時や非常時におけるエネルギー需給の強靭性を有し、域内や周辺地域のレジリエンス強化に資する計画となっている

か。

カ都市におけるマイクログリッドとして、都内での普及拡大に向けた先進事例となりうる提案か。

②導入設備の妥当性（採算性・機能性）

ア

設備等は機能・容量・運用期間・保守等を踏まえた適切な選定がなされ、マイクログリッド構築・運用に寄与するものと

なっているか。

イコスト抑制の工夫がなされているか。省エネ削減効果を踏まえた投資回収等が考慮されているか。

③設備運営・マイクログリッド運用手法（計画）の妥当性

ア

分散型エネルギーリソースを活用したエネルギーマネジメントにより、当該地域において再生可能エネルギーの最適な面的

融通を行う計画となっているか。

④提案要件「先進的取組」に対する評価（適切性・先進性・革新性・独創性）

ア新規性のある技術提案がなされ、都市のマイクログリッドにおける先進性や優位性を有しているか。

イ当該マイクログリッドにおいてのみ機能する取組ではなく、都内他地域への普及・展開の可能性・余地があるか。


[image: image2.emf]⑤資金計画・補助金活用計画の妥当性

ア

事業実施期間中に必要な費用が具体的に明示され、費用対効果を考慮した適切な資金計画となっているか。複数事業者での

共同実施の場合、事業者別に費用が明示されているか。

イ

都の負担金支出は最長で令和10年度まで、かつ、都予算及び提案に基づき上限額が設定されるものであることを理解して

いるか。

ウ系統線を用いる場合の発動時の託送料など、非常時の運用も考慮した資金計画となっているか。

4電力融通・強靭性に対する評価

①マイクログリッド内の電力融通・需給計画に対する評価

ア小売電気事業者との接続検討・発電量調整契約など、必要な手続きが適切になされているか。

イ

マイクログリッド域内はもとより、域外への電力融通の影響（停電復電時の周囲の復旧遅れ等を含む）を適切に把握し考慮

した計画となっているか。

ウ

エリア内の電力需給のあり方を見据え、分散型エネルギーリソースを活用したエネルギーマネジメントにより、当該地域に

おいて最適な面的融通を行う計画となっているか。

②マイクログリッドを含む地域全体の調整力としての評価・寄与度

アエリア全体の電力需給のあり方を見据え、周辺地域全体の調整力向上に寄与する計画となっているか。

③発災時・有事におけるマイクログリッドの有効性・評価

ア

エネルギー需給について、非常時における強靭性を有しているか。非常時の電力需要と供給力としてのエネルギーリソース

の確保が適切に想定されているか。

イ

非常時におけるマイクログリッドの維持時間と、平常時の設備の活用状況とのバランスは適切か。非常時を見据えた蓄電容

量など、適切な運用ルールを検討しているか。

④BCP計画の妥当性・適切性

ア

BCPが適切に計画され、発災直後のマイクログリッドの維持や中長期的な運用に向けたエネルギー確保や対応が想定されて

いるか。

5実施内容：将来性・採算性

①将来的な最適範囲拡大・マイクログリッド拡大に対する評価・マイクログリッドの柔軟性

ア

将来的なマイクログリッドの対象範囲拡大に向けた計画を有しているか。又は、対象範囲拡大に向けた設備の柔軟性や計画

の実現性があるか。

イ

対外的な情報発信など将来的な対象範囲拡大に向けたソフト面の取組が計画されているか（上記アの計画について対外公表

するなど）。

ウマイクログリッドを長期間維持できる計画となっているか。

②都内他地域への普及拡大に対する先進性・汎用性・革新性

ア

都内他地域へのマイクログリッドの普及拡大に向けた先進性を有し、都市部での普及における課題の解決に繋がる計画と

なっているか。

イ

提案要件「先進的取組」について、当該マイクログリッドにおいてのみ機能する取組ではなく、都内他地域への普及・展開

の可能性・余地があるか。

6実施体制

①運営体制の適切性

アマイクログリッド全体の運営において、設備点検体制の整備や故障時の迅速対応等の体制を確保しているか。

②法令順守

ア設備導入や関連施設の整備等にあたっては関係法令等を国のガイドラインや都の基準等に基づいた計画となっているか。

イ関連する法規制や事業の実施に際して必要な手続き等を把握・整理しているか。

③安全対策・保守管理

ア

施設の利用者等の安全に配慮した設計になっているか。設置後に安全対策が不足していた場合や参画者・設備等の拡張時に

は、追加的な安全対策を実施する体制がとられているか。

④地元調整の適切性・周辺の理解

ア

地域のまちづくり計画や都市計画等において、本提案に基づくマイクログリッド構築にかかる合意形成がなされているか

（事業期間を通じた実効性の担保）。
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①マイクログリッド事業としての広報に対する評価

アマイクログリッドの構築や設備の導入効果を施設利用者に効果的に伝えることも含め、対外的な広報計画を有しているか。

②地域貢献

ア地域活性化に資する提案となっているか。

③都の広報への協力

ア都との協働事業であることを理解し、本事業に関する都の広報に協力する姿勢がみられるか。

イ都ホームページに掲載する広報資料の作成に当たっては、都民及び事業者等に分かりやすい資料作りが想定されているか。


様式２









